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連結注記表および個別注記表につきましては、法令および当社定款第14条の規定に基づき、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.momotaro.co.jp/）に掲載することにより
株主のみなさまに提供しております。 
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連結注記表 

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数及び連結子会社の名称 

連結子会社の数 ８ 社 

連結子会社の名称 

株式会社丸和通運、株式会社北海道丸和ロジスティクス、株式会社東北丸和ロジスティク

ス、株式会社関西丸和ロジスティクス、株式会社中四国丸和ロジスティクス、株式会社九

州丸和ロジスティクス、株式会社ジャパンクイックサービス、株式会社アズコムデータセ

キュリティ 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社の名称 

株式会社日本ロジスティクス研究所、株式会社ジャパンタローズ、株式会社アズコムビジ

ネスサポート 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ

していないため、連結の範囲から除いております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法を適用しない非連結子会社の名称等 

持分法を適用しない非連結子会社の名称 

株式会社日本ロジスティクス研究所、株式会社ジャパンタローズ、株式会社アズコムビジ

ネスサポート 

持分法を適用しない理由 

持分法を適用しない非連結子会社はいずれも、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用から除いており

ます。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 

４．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

1. 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。 

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出し

ております。 

2. 時価のないもの 

移動平均法による原価法により評価しております。 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物 ２～65  年 

機械装置及び運搬具 ２～12  年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社使用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。 

③ リース資産 

1. 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

2. 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年

３月 31 日以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

② 賞与引当金 

従業員（使用人兼務役員の使用人分を含む）に支給する賞与の支払に備えるため、将来支

給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。 

③ 役員賞与引当金 

役員に支給する賞与の支払に備えるため、将来支給見込額に基づき計上しております。 

④ 訴訟損失引当金 

損害賠償請求訴訟等に係る損失に備えるため、経過等の状況に基づく、損失負担見込額を

計上しております。 

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 退職給付に係る負債の計上基準 

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込

額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、退職

給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。 

なお、過去勤務費用につきましては、発生連結会計年度に全額を費用処理しております。 

また、数理計算上の差異につきましては、平均残存勤務期間による定額法により按分した

額を発生の翌連結会計年度より費用処理することとしております。 

② 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税は、税抜方式によっております。 
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Ⅱ．会計方針の変更に関する注記 

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 平成 25 年９月 13 日）、「連結財務諸表に

関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 25 年９月 13 日）及び「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準第７号 平成 25年９月 13日）等を、当連結会計年度から適用し、当期純利益等

の表示の変更及び少数株主から非支配株主への表示の変更を行っております。 

 

Ⅲ．表示方法の変更に関する注記 

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に含めていた、「受取保険金」（前連結会計年度

22,586 千円）、「助成金収入」（前連結会計年度16,519 千円）及び「固定資産売却益」（前連結会計年度

18,049 千円）は、営業外収益の総額の 100 分の 10 を超えたため、当連結会計年度より独立掲記する

こととしております。 

 

Ⅳ．連結貸借対照表に関する注記 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

建物及び構築物 3,542,995 千円 

土地 4,637,194 千円 

投資有価証券 507,510 千円 

計 8,687,699 千円 

(2) 担保に係る債務 

長期借入金 4,522,562 千円 

計 4,522,562 千円 

（注）長期借入金には１年内返済予定額を含んでいます。 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 13,627,401 千円 

 

３．受取手形裏書譲渡高 7,035 千円 
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Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

種 類 
当連結会計年度期首 

株式数(株) 

当連結会計年度増加 

株式数(株) 

当連結会計年度減少 

株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式 

普通株式 

 

7,990,820 

 

8,047,820 

 

― 

 

16,038,640 

自己株式 

普通株式 

 

― 

 

― 

 

― 

 

― 

合計 7,990,820 8,047,820 ― 16,038,640 

変動事由の概要 

（注）1 平成27年10月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行ったことによ

り、発行済株式の総数が7,990,820株増加しております。 

（注）2 新株予約権（ストックオプション）の権利行使により、発行済株式の総数は57,000株増加しておりま

す。 

２．剰余金の配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決 議 
株式の 

種類 

配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成 27年６月 26日 

定時株主総会 
普通株式 259,701 32.5 平成 27 年３月 31 日 平成 27 年６月 29 日 

平成 27 年 11月２日 

取締役会 
普通株式 509,042 63.5 平成 27 年９月 30 日 平成 27 年 12 月 10 日 

（注）1 １株当たり配当額については、基準日が平成27年９月30日以前であるため、平成27年10月１日付の株

式分割については加味しておりません。 

（注）2 平成27年６月26日定時株主総会の１株当たり配当額には東京証券取引所市場第二部上場の記念配当５

円を含んでおります。また、平成27年11月２日取締役会決議の１株当たり配当額には東京証券取引所

市場第一部指定の記念配当25円を含んでおります。 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

平成 28 年６月 29 日開催の第 43 回定時株主総会において次のとおり付議いたします。 

配当金の総額 509,226 千円 

１株当たり配当金額 31.75   円 

配当の原資 利益剰余金 

基準日 平成 28 年３月 31 日 

効力発生日 平成 28 年６月 30 日 

（注）１株当たり配当金額には東京証券取引所市場第一部指定の記念配当12.5円を含んでおりま

す。 

３．当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使日が到来していないものを除く）の目的と

なる株式の種類及び数 

第１回ストックオプションとしての新株予約権 普通株式 67,000  株 

第２回ストックオプションとしての新株予約権 普通株式 33,800   株 
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Ⅵ．金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により

資金を調達しております。 

営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減

を図っております。 

投資有価証券は、主に取引先企業との取引関係の強化を目的として保有する株式であり、市場

価格の変動リスクに晒されております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、その全てが１年内の支払期日であります。 

長期借入金及びリース債務の使途は、主に設備投資に係る資金であります。 

営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、月次に資金繰計画を

作成するなどの方法により管理しております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 28 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。 
(単位：千円) 

 
連結貸借対照表 

計上額 
時 価 差 額 

(1) 現金及び預金 7,465,433 7,465,433 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 6,695,734 6,695,734 ― 

(3) 投資有価証券 1,158,719 1,158,719 ― 

資産計 15,319,886 15,319,886 ― 

(1) 支払手形及び買掛金 4,440,309 4,440,309 ― 

(2) 長期借入金 5,786,492 5,792,510 6,018 

(3) リース債務 1,683,643 1,679,713 △3,929 

負債計 11,910,445 11,912,533 2,088 

（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資 産 

(1)現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(3)投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

負 債 

(1)支払手形及び買掛金 

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。 

(2)長期借入金 

長期借入金の時価のうち、変動金利によるものについては、短期間で市場金利を反映し、また、当社

の信用状態は借入実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられる

ため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものについては、元利金の合計額を、同様の新

規借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方式によっております。 

(3)リース債務 

元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法に

よっております。 

（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額 

(単位：千円) 

区分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式 95,754  

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「投資有価証

券」には含めておりません。 
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Ⅶ．賃貸等不動産に関する注記 

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 989 円 １銭 

１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

連結貸借対照表上の純資産の部の合計額 15,862,308 千円 

算定に用いられた普通株式の数 16,038,640   株 

 

２．１株当たり当期純利益 160 円 95 銭 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益 2,578,391 千円 

普通株式の期中平均株式数 16,019,910   株 

（注） 当社は、平成27年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行いました

が、当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して、１株当たり当期純利益

金額を算定しております。 
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個別注記表 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式 

移動平均法による原価法により評価しております。 

(2) その他の有価証券 

① 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。 

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出して

おります。 

② 時価のないもの 

移動平均法による原価法により評価しております。 

 

２．固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法

を採用しております。 

なお、主な科目の耐用年数は次のとおりであります。 

建物 ２～31  年 

構築物 ４～40  年 

機械及び装置 ９～12  年 

車両運搬具 ２～５  年 

工具、器具及び備品 ２～20  年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社使用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。 

(3) リース資産 

① 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20年３月

31 日以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 
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３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(2) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支払に備えるため、将来支給見込額のうち当期の負担額を計上して

おります。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

なお、過去勤務費用につきましては、発生事業年度に全額を費用処理しております。 

また、数理計算上の差異につきましては、平均残存勤務期間による定額法により按分した額

を発生の翌事業年度より費用処理することとしております。 

４．その他計算書類の作成の為の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税は、税抜方式によっております。 
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

建物 1,712,082 千円 

土地 3,003,880 千円 

投資有価証券 507,510 千円 

計 5,223,473 千円 

なお、上記の担保に供している資産以外に関係会社から担保提供を受け、担保に供している資

産は以下のとおりであります。 

建物 1,356,548 千円 

土地 1,172,787 千円 

計 2,529,335 千円 

(2) 担保に係る債務 

長期借入金 3,551,600 千円 

計 3,551,600 千円 

（注）長期借入金には１年内返済予定額を含んでいます。 

２．有形固定資産の減価償却累計額 7,458,330 千円 

３．保証債務 

保証債務の明細 

株式会社丸和通運 60,000 千円 

計 60,000 千円 

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 370,849 千円 

長期金銭債権 925,902 千円 

短期金銭債務 1,020,112 千円 

 

Ⅲ．損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 

(1) 営業取引による取引高 

売上高 378,672 千円 

仕入高 6,277,972 千円 

   

(2) 営業取引以外の取引による取引高 951,375 千円 

 

Ⅳ．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金、資産除去債務、減価償却超過額

等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金、年金資産、資産除去費用

等であります。 
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Ⅴ．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器及び設備等の一部については、所有権移転外ファ

イナンス・リース契約により使用しております。 

 

Ⅵ．関連当事者との取引に関する注記 

１．子会社及び関連会社等 

       (単位：千円)  

種類 
会社等 

の名称 

議決権等の所有 

(被所有)割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（注5） 
科目 期末残高 

子会社 ㈱関西丸和ロジ

スティクス 

所有 

直接77.2% 

間接22.8% 

物流業務の委託

等 

物流業務の委託 

（注1） 

3,599,530 買掛金 608,212 

子会社 ㈱丸和通運 所有 

直接100.0% 

 

物流業務の委託

等 

役員の兼任 

貸付金の回収 

（注2） 

利息の受取 

（注2） 

債務の保証 

（注3） 

担保の被提供 

（注4） 

164,572 

 

11,555 

 

60,000 

 

1,200,000 

 

長期貸付金 

長期前払費用 

 

 

― 

 

― 

 

800,678 

86,443 

 

 

― 

 

― 

 

子会社 ㈱九州丸和ロジ

スティクス 

所有 

直接100.0% 

物流業務の委託

等 

物流業務の委託 

（注1） 

1,613,444 

 

 

買掛金 

 

 

282,039 

 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）1 物流業務の委託価格は売上及び市場価格等を参考にして、契約により決定しております。 

（注）2 資金の貸付については、取引条件等を勘案して利率を合理的に決定しております。長期貸付金は主に建設協

力金として差し入れたものであり、返済条件については最長50年間、毎月末払い返済であります。 

（注）3 銀行借入につき、債務保証を行ったものであります。なお、保証料の受領は行っておりません。 

（注）4 銀行借入につき、関係会社から提供された土地及び建物を差し入れているものであります。なお、取引金額

については、借入先ごとの債務額又は極度額のいずれか少ない金額の合計額を記載しております。 

（注）5 取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。 

２．役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

 

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 782 円 37 銭 

１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

貸借対照表上の純資産の部の合計額 12,548,096 千円 

算定に用いられた普通株式の数 16,038,640   株 

 

２．１株当たり当期純利益 134 円 28 銭 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

損益計算書上の当期純利益 2,151,230 千円 

普通株式の期中平均株式数 16,019,910   株 

 

（注）当社は、平成27年10月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行いま

したが、当事業年度の期首に当該株式分割が行われたものと仮定して、１株当たり当期

純利益金額を算定しております。 

 
 


